
人事課・市町村担当課・人事委員会扱い 

 

 

給与情報 

 

令和３年７月１５日 

総務省給与能率推進室第５号 

 

 令和三年に開催される東京オリンピック競技大会又は東京パラリンピック競技大会の運

営の業務に従事する職員の職務に専念する義務の免除の実施に伴う非常勤職員の退職

手当の取扱いについて 

 

 標記につきまして、内閣人事局から通知が発出されましたので、別添のとおり情報提供しま

す。 

 

○令和三年に開催される東京オリンピック競技大会又は東京パラリンピック競技大会の運営の

業務に従事する職員の職務に専念する義務の免除の実施に伴う非常勤職員の退職手当の

取扱いについて 

以上 

 

 

※ 本件に関する照会は必ず給与能率推進室あてにお願いします。 

 

 

 

 

各都道府県人事担当課、市区町村担当課、指定都市給与担当課、

人事委員会事務局あてメールにて参考送付しております。 
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事 務 連 絡 

令和３年７月 15 日 

 

 

各府省等退職手当担当官 殿 

 

内閣官房内閣人事局退職手当第一係 

 

 

令和三年に開催される東京オリンピック競技大会又は東京パラリンピック競技

大会の運営の業務に従事する職員の職務に専念する義務の免除の実施に伴う非

常勤職員の退職手当の取扱いについて 

 

 

 令和三年に開催される東京オリンピック競技大会又は東京パラリンピック競

技大会の運営の業務に従事する職員の職務に専念する義務の免除（令和３年７

月 14日付け人事院規則 14－23）の規定に基づき職務に専念する義務を免除され

た非常勤職員の当該職務に専念する義務を免除された日は、国家公務員退職手

当法の適用を受ける非常勤職員等について（昭和 60年４月 30日付け総人第 260

号）第１項及び第２項の「18日」に含まれることとなるので、お知らせします。 

 また、外局等及び所管の行政執行法人へ周知いただきますようお願いします。 

 

 

 
担当 

内閣官房内閣人事局退職手当第一係 近藤、小林 

ＴＥＬ：03-5253-2111（内線：35267） 
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職 審 ― １ ９ ９

令和３年７月１４日

各 府 省 事 務 次 官

各 外 局 の 長 殿

各行政執行法人の長

人 事 院 事 務 総 長

人事院規則１４―２３（令和三年に開催される東京オリンピック競

技大会又は東京パラリンピック競技大会の運営の業務に従事する職

員の職務に専念する義務の免除）の運用について（通知）

人事院規則１４―２３（令和三年に開催される東京オリンピック競技大会又は

東京パラリンピック競技大会の運営の業務に従事する職員の職務に専念する義務

の免除）（以下「規則１４―２３」という。）の運用について下記のとおり定め

たので、令和３年７月１４日以降は、これによってください。

記

第１条関係

１ この条の「役員等」には、技術役員のほか、医療、看護等に携わる者が含

まれる。

２ この条の「必要と認められる期間」には、運営の業務に従事する期間のほ

か、その前後における往復に要する期間が含まれる。

３ この条の規定に基づく申出及び承認の手続については、休暇の例によるも

のとする。この場合において、出勤簿には、規則１４―２３第１条の承認を

受けて勤務しなかった旨を記入するものとする。

以 上
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人事院公示第８号

人事院は、人事院規則２―４（人事院の職員に対する権限の委任）第２項の規

定に基づき、人事院規則１４―２３（令和三年に開催される東京オリンピック競

技大会又は東京パラリンピック競技大会の運営の業務に従事する職員の職務に専

念する義務の免除）に定める人事院の権限及び所掌事務の一部委任に関し、次の

とおり決定した。

令和３年７月１４日

人事院総裁 川 本 裕 子

１ 委任を受ける職員の職名

人事院事務総長

２ 委任する権限及び所掌事務

人事院規則１４―２３（令和三年に開催される東京オリンピック競技大会又

は東京パラリンピック競技大会の運営の業務に従事する職員の職務に専念する

義務の免除）第２条の規定に基づき、人事院が定めることとされている事項に

ついて定めること。

３ 委任の効力の発生する日

令和３年７月１４日
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